大会宣言（案）

トヨタやキャノンなど日本を代表する大企業が「経済危機」を理由に昨年秋から「派遣・非正規切り」を強行しています。GDPの2期連続マイナス、6年ぶりの中小企業倒産の急増など日本経済は過去最悪の事態に陥ろうとしています。非正規労働者だけでなく、正規労働者にも賃下げや一時帰休などリストラ「合理化」の嵐が吹き荒れています。さらに公務員労働者への一時金切り下げは、労働者の生活のみならず、消費拡大による景気回復にも暗い影を落としています。この間の構造改革路線のもとで貧困化が進行し、格差がますます拡大しています。子どもたちにもその影響は深刻に現れています。

　麻生自公政権は、ソマリア沖の海賊対策を口実にした恒久派兵法の制定、米軍のグアム移転費3000億円の負担、「憲法審査会規程」与党案の審議入りの強行など、憲法改悪、「戦争する国づくり」への動きを強めています。

2006年の教育基本法改悪に伴い、「新たな職」の設置や教員免許更新制が強行されています。2009年3月告示の新学習指導要領では愛国心教育の具体化としての道徳教育の徹底が謳われています。

今、私たちは「大企業中心」から「国民本位の政治・経済」への転換、アメリカ追随の軍事大国化の路線からの脱却、平和的な国際秩序の構築を展望できる時代に生きています。　

こうした情勢の下、私たちは第88回定期大会を松本市で開催し、参加代議員の熱心な討論をもとに、2008年度のたたかいを総括し2009年度の運動方針を決定しました。

県立高校の授業料減免率・額はともに過去最多を記録しています。定時制の職場からは、生徒の解雇や外国籍生徒の収入減と、実態調査の必要性が報告されました。事務職員部からは、生徒や保護者が貸与奨学金の返済に不安を覚え、申請をためらうケースが報告されました。生徒の就学を保障し、保護者負担軽減にむけてとりくむことが必要です。　

学校司書が図書館業務だけでなく、生徒の心の居場所づくりに欠くことができないこと、新たな雇用形態にすることは、これまでの司書の果たしてきた役割を否定するものであることが語られました。現業職員の事務職員への任用替では、現業職員がこれまで高校現場で培い、伝承してきた教育力や技術力が低下するおそれがあること、これに対しての怒りが不十分であるという発言には、共感と連帯の拍手が起きました。講師が過酷で不安定な待遇にあっても、誠実に主体的に責任を果たしている実態が報告されました。彼らの努力に報いる選考の実現、採用枠の拡大や待遇改善が必要です。実習職員の採用試験が１０年間打たれていないことを昨年度の確定交渉では教育委員会に「課題」と認識させました。これらの課題を前進させるためには職種を超えた支援と広範な県民世論づくりが必要です。

高校再編については、すでにスタートした総合学科や多部制単位制の職場から、生徒や教職員の過酷な実態が報告されました。これらの矛盾や課題を解決するには抜本的な条件整備が必要です。今後導入が予想される総合技術高校に対しては、これまでに到達した専門教育の水準が維持できるのか、必要な施設・設備が配置されるのかといった不安を抱えながらも導入に踏み切らざるを得ない苦悩が語られました。また、「併設型中高一貫校」の導入については、様々な圧力に揺れる現場の苦悩が語られましたが、子どもたちの早期選別・受験競争の低年齢化と義務教育の変質を招くという危険性は否定できません。これらの問題に対して、すべての子どもたちの修学権を保障しつつ、すべての子どもたちにどのような学力を保障するのか、そのためにはどのような高校づくりが求められているのか、早急に県民的な議論を巻き起こす必要があります。

帰国者・外国籍生徒の増加に支援の体制が追いつかない問題では、生活支援員の配置など緊急の条件整備が必要です。

慢性的な長時間過密労働を解消するために、振替代休の行使や定数増などの取り組みが必要です。神田公災訴訟は長野地裁で請求棄却という不当判決でした。今後の控訴審への支援を強めなくてはなりません。

昨年度、県教育委員会は高教組の要望にも一定の配慮を示し、異動通達を変更し、08年度末人事を行いました。大会では不満や苦悩など率直な意見が交わされる一方、自主的･民主的な人事異動によっていわゆる人事異動困難校を解消しようという誇りある発言に共感が寄せられました。

「憲法を守る県民のつどい・大江健三郎講演会」は3000名の参加で成功しました。憲法９条の改悪を許さないためには、憲法９条を守る勢力を多数にすること、根本的には政治の中身を変える必要があります。遅くとも９月までに行われる総選挙は、歴史的な意義を持ちます。憲法９条を守り、私たちの要求を実現するために、おおいに論議を巻き起こし積極的に参政権を行使することが重要です。

「教職員は授業や生活指導に困難を抱えて苦しい時、苦しみや悩みを他の職員と語りあうことで、精神的に癒され、問題解決の展望が開かれる。今現場にはこの気風が弱まっている。高教組が悩みを他の職員と語りあうよりどころになるべきだ。」という発言がありました。講師再任用部を中心とした親身できめの細かい講師への支援が多くの講師の信頼を得て高教組加入を促進しています。今年の新任者は講師時代の加入も含めて、加入率が70パーセントを超えました。それぞれの分会の拡大の経験も交流されました。職場会の開催や分会通信の発行に加えて、職場の教職員の話を聞くといった地道な取り組みの積み重ねが重要です。

私たちは本大会で討論し決定した方針に基づき、組合員の団結とすべての教職員との共同を強め、今こそ憲法と教育の条理、子どもの権利条約の精神に立ち、子どもたちの教育権を保障する取り組みを進めます。子どもたちの豊かな発達を保障する参加と共同の「開かれた学校づくり」を保護者・地域とともにすすめます。これらの教育を保障する教職員の生活と権利の充実を図ります。

以上、宣言します。
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